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１ 本市の現状

■人口減少社会の到来

～2070年（令和52）年には308万人まで減少～

 高度経済成長期は年10万人のぺースで

人口が急増しました。

 市域の４分の１を市街化調整区域に指定し、

無秩序な都市開発を抑制しました。また、

市街化区域でも、横浜市独自のルールで

土地利用をコントロールしました。

 今後、人口減少社会が本格的に到来する中、

時代に対応した土地利用制度の見直しが

課題です。

2

※横浜市中期計画 2026-2029
P81「未来を創るまちづくり」より



２ 他都市との比較

政令市における商業地域の最大指定容積率の指定状況

■土地利用のコントロール手法

 土地利用の密度をコントロールし、都市環境を維持するため、都市ごとの都市計画で

「指定容積率」と「高さ制限」が定められています。

 鉄道駅周辺では、主に「商業地域」が指定され、高い容積率が設定されています。
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都市名 指定容積率（最大）

名古屋市 1,300%

大阪市 1,000%

神戸市、広島市 900%

札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、堺市、北九州市、福岡市 800%

京都市、岡山市 700%

新潟市、静岡市、浜松市、熊本市 600%

相模原市 500%



政令市における商業地域の最高高さ制限の指定状況

２ 他都市との比較

■土地利用のコントロール手法

 土地利用の密度をコントロールし、都市環境を維持するため、都市ごとの都市計画で

「指定容積率」と「高さ制限」が定められています。

 鉄道駅周辺では、高度利用を前提として、一般的に高さ制限も比較的緩やかに設定されて

います。

都市名 高さ（最大）

札幌市（容積率600%未満は60m）、仙台市、さいたま市、千葉市、川崎市、相模原市、

新潟市、静岡市（２地区のみ31ｍ）、浜松市、名古屋市、大阪市、堺市（景観地区は最大45ｍ）、

神戸市（一部45ｍ）、岡山市、広島市（一部斜線制限あり）、北九州市、福岡市、熊本市

指定なし

横浜市、京都市（条件付き） 31m
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※１ 上記は最高限高度地区の指定状況の比較
※２ 横浜市は市街地環境設計制度により、敷地内に歩道や広場（公開空地）を

設けるなど、総合的な地域貢献を図ることを条件に、高さ75ｍまで緩和可能



３ 横浜市中期計画 2026-2029

■明日をひらく都市プロジェクト 「未来を創るまちづくり」 （P83-84）

 規制見直しを通じた機能誘導
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令和８年６月策定
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■都市計画マスタープラン（全市プラン）、立地適正化計画、土地利用誘導戦略の関係の概略

４ 横浜市都市計画マスタープラン



４ 横浜市都市計画マスタープラン

■都市構造

 「横浜都心・新横浜都心」における、
魅力と活気のあふれる都心の形成

 都市機能の集積等による
「地域拠点」の形成

 国際競争力のある「産業拠点」や
「国際的な物流拠点」の形成

 新たな価値を創造する
「郊外部の活性化拠点」の形成

 「広域的な交通ネットワーク」の形成
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令和７年５月改定



方針図
凡例

都心部

都心・臨海周辺部
：市街化調整区域

郊外部
：市街化調整区域

地域拠点
(業務・商業機能等のストックを有し、都心を核とした交通ネットワークの拠点)

交通結節機能の高い拠点駅
(複数の鉄道路線等からなる交通ネットワークを有する鉄道駅)

利便性の高い鉄道駅
(１日の乗降客数が概ね２万人以上の鉄道駅)

郊外大規模団地 鉄道(供用中)

鉄道(構想中)バス

郊外部の活性化拠点

４ 横浜市都市計画マスタープラン

暮らしの方針図■暮らしのテーマ

 ビジネス・観光の中心地である都心部、都心に近く、

古くからのにぎわいある商店街などを持つ都心・臨

海周辺部や、緑豊かでゆとりある郊外部での地域の

個性を生かしたまちづくりを推進します。

 鉄道駅周辺での交通利便性に応じた住宅、商業・業

務施設等の確保、郊外大規模団地の再生等により、

市域全域で、多様な人が自分らしく働き、活躍でき

る住環境を整備します。
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令和７年５月改定



４ 横浜市都市計画マスタープラン

■土地利用制度の戦略的な活用

 土地利用に関する規制を緩和・見直しすることで、民間企業の技術力や経営能力、資金力

を最大限に生かせる環境を創り出します。

 今後、具体的な制度や手法を取りまとめた「土地利用誘導戦略」を策定します。
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令和７年５月改定



５ 横浜市立地適正化計画

■ 誘導先となる区域の範囲

令和８年９月案公表
令和９年３月策定予定

 都市計画マスタープランに基づき、６つの

区域ごとの機能誘導の考え方を示します。

A 都心部 （横浜都心、新横浜都心）

B 主要駅周辺

地域拠点
(業務・商業機能等のストックを有し、
都心を核とした交通ネットワークの拠点)

交通結節機能の高い拠点駅周辺
(複数の鉄道路線等からなる交通ネットワーク
を有する鉄道駅)

利便性の高い鉄道駅周辺
(１日の乗降客数が概ね２万人以上の鉄道駅）

C 主要駅周辺以外の郊外部等

その他の鉄道駅周辺

鉄道駅周辺以外の郊外部等

■区域ごとの都市機能誘導・居住誘導の考え方
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５ 横浜市立地適正化計画

 利用者の圏域等に応じて、誘導すべき施設を整理します。

令和８年９月案公表
令和９年３月策定予定

●:重点的に誘導 ○:誘導 □:維持・改善

■区域ごとの都市機能誘導・居住誘導の考え方

機能

区域

都市機能 居住

施設

④
住宅

①
広域的な
拠点施設

②
地域の
拠点施設

③
生活

利便施設

A 都心部 ● ○ ○ ○

B

主
要
駅
周
辺

地域拠点 ○ ● ○ ●

交通結節機能の高い
拠点駅周辺

○ ● ● ●

利便性の高い
鉄道駅周辺

○ ○ ● ●

C 主要駅
周辺以外
の郊外部
等

その他の
鉄道駅周辺

- - 〇 〇

鉄道駅周辺以外
の郊外部等

- - 〇 □

① 広域的な拠点施設
良質なオフィスやホテルなど、国内外の
多様な人々を対象とした施設

② 地域の拠点施設
多目的ホール、スポーツ拠点施設など、
主に市内の住民が利用する施設

③ 生活利便施設
保育所、診療所、
日常的な買い物・サービス施設など、
近隣の住民が日常的に利用する施設
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６ 土地利用誘導戦略

さらに、

地域の特性を踏まえた

誘導用途の導入や

公共貢献の度合いに応じて、

地区計画※などにより、

容積率や高さを緩和

道路や鉄道などのインフラ整備

の進捗により、駅周辺の商業地

等のポテンシャルが上昇

駅周辺の商業地等において、

用途地域で定める容積率と

高度地区で定める高さを

緩和 ※道路・公園などの配置や
建築物の規模・形態などに関する、
地区ごとのきめ細かなまちづくりのルール

用途地域で定める容積率と
高度地区で定める高さ

ポテンシャルの上昇を踏まえた
用途地域で定める容積率と
高度地区で定める高さを緩和

誘導用途の導入や公共貢献の度合い
に応じて、地区計画などにより、

容積率や高さをさらに緩和

緩
和
後

現
行

令和８年９月素案公表
令和９年３月策定予定

■土地利用制度の見直しの考え方
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６ 土地利用誘導戦略

1-1 鉄道駅周辺への居住誘導

■対象エリア

主要駅周辺※1の商業地域・近隣商業地域※2

■緩和・見直しする土地利用制度

○ 身近な生活利便施設※３や都市の機能を高める施設※４の「容積率」を
「最大100％」まで緩和
（居住環境向上用途誘導地区、特定用途誘導地区、特定業務施設等誘導地区）

○ 住宅の「容積率」を「指定容積率の最大1.5倍かつ最大200％」まで緩和
（住宅容積率の緩和制度（建築基準法第52条第８項）） 等

※１ 都市計画マスタープランで示す地域拠点、交通結節機能の高い拠点駅、利便性の高い鉄道駅の徒歩圏内（半径１km）
※２ 都市機能誘導区域のうち、都心部（横浜都心・新横浜都心）及び２号再開発促進地区等を除く
※３ 立地適正化計画で定める居住環境向上施設（コンビニや診療所等）
※４ 立地適正化計画で定める誘導施設（図書館、多目的ホール等）及び特定業務施設等（ホテル、研究所等）

■緩和イメージ

対象エリア

目指す姿 「 子育て世代をはじめ、あらゆる世代が便利で暮らしやすいまち 」

令和８年９月素案公表
令和９年３月策定予定
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400％

指定容積率
指定容積率

400％＋α

居住環境向上施設等の容積率緩和 最大100％

＊駅周辺の拠点性や基盤整備の状況などに応じて、
指定容積率を緩和

住宅の容積率緩和 最大200％



６ 土地利用誘導戦略

1-1 鉄道駅周辺への居住誘導

■緩和・見直しする土地利用制度

○ 身近な生活利便施設※３の「容積率」を「最大50％※4」まで緩和
（居住環境向上用途誘導地区）

○ 住宅の「容積率」を「指定容積率の最大1.5倍※5かつ最大100％※4」まで緩和
（住宅容積率の緩和制度（建築基準法第52条第８項）） 等

※１ 鉄道駅の徒歩圏内（半径１km）で主要駅の徒歩圏内（半径１km）に含まれないもの
※２ 居住誘導区域外及び２号再開発促進地区等を除く
※３ 立地適正化計画で定める居住環境向上施設（コンビニや診療所等）
※４ 都市計画で定める容積率が400％以上の地区については、居住環境向上用途誘導地区の緩和量を「最大100％」、

住宅容積率の緩和制度の緩和量を「最大1.5倍かつ最大200％」とする
※５ 居住環境向上施設を整備しない場合は、住宅容積率の緩和制度の緩和量を「最大1.1倍」とする

■緩和イメージ

対象エリア

目指す姿 「 子育て世代をはじめ、あらゆる世代が便利で暮らしやすいまち 」

300％

指定容積率
指定容積率

300％＋α

居住環境向上施設の容積率緩和 最大50％

住宅の容積率緩和 最大100％

＊駅周辺の拠点性や基盤整備の状況などに応じて、
指定容積率を緩和

■対象エリア

主要駅以外の鉄道駅周辺※1の商業地域・近隣商業地域※2
・ ・

令和８年９月素案公表
令和９年３月策定予定
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建物やまちの魅力向上

地域人口の増加

緑化空間・防災施設

・生活利便施設の
撤退抑制

・地域の治安維持

・雇用の創出
・来街者の増加

都市活力維持・税収増

就業者、宿泊者、
消費額等の増

 規制見直しにより、建物やまちの魅力向上、地域人口の増加、就業者、宿泊者、消費額等の増加
など、様々な効果

規制見直し

７ 規制見直しによる効果

容積率の
緩和

高さの
緩和

地域の環境向上
への効果

都市の
持続可能性向上

への効果※横浜市中期計画 2026-2029
P82「未来を創るまちづくり」より 15

■規制見直しによる効果



効果の検討土地利用誘導戦略

７ 規制見直しによる効果

1-1 鉄道駅周辺への居住誘導

1-2 観光・経済の活性化に
        つながる宿泊機能の立地促進

1-3 都市機能と農業機能の
一体的強化

・
・
・

○ 身近な生活利便施設等の容積率緩和

○ 住宅の容積率緩和

○ 駅周辺の拠点性や基盤整備の
    状況などに応じた指定容積率緩和

■規制見直しによる効果の検討

地域の環境向上への効果

都市の持続可能性向上への効果

本日
ご説明
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平均 5.0億円/年 増

▲
制度改正

▲
2040

①規制見直しの対象となる
建築物の抽出

②これまでの各年の
建築総延床面積を抽出

③2040年までの各年の
建築総延床面積を算出

⑤算出した床面積の増分を
もとに人口、税収等を試算

効果の試算フロー

④規制見直しによる
床面積の増分を算出

平均 25,000㎡/年 増
（住戸数：330戸）

平均 690人/年 増

居住人口

住宅床面積

うち45%の310人/年
が市外から流入

税収

指定容積率の緩和(P13・14の＊)により、さらなる人口等の増加
（効果は今後算出）

・個人市民税
・固定資産税、都市計画税

■都市の持続可能性向上への効果（例）

平均5.0億円

※数値は現時点での推計値であり、
規制見直し内容や、経済社会情勢の変動により今後変更となる可能性があります。

７ 規制見直しによる効果
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賃貸住宅
入居者

分譲
マンション
購入者

子育て世代の増加 生活利便施設の維持・増加

生活利便施設の維持には、周辺に一定の人口が必要

子育て世代の増加、地域の年齢構成の多様化
居住人口が増加することで、

既存施設の撤退抑制とともに、新規立地にもつながる

＜都市型コンビニの商圏イメージ図＞

人口密度
約40人/haに相当

【出典】「すぐ応用できる商圏と売上高予測」(市原実著、同友館)
（国土交通省住宅局が会議資料にて引用）

【出典】令和７年度住宅市場動向調査

７ 規制見直しによる効果

規制見直しエリアの年代別人口割合

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代～
市内の
年代別人口
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【出典】令和８年住民基本台帳

30歳未満

30歳未満

30歳代

30歳代

40歳代

40歳代

50歳代

50歳代

60歳代～

60歳代～

世帯主の年代構成

■地域の環境向上への効果（例）



 

各会派が実施した行政視察一覧  

 

視察月日  視察会派等  視察先及び視察項目  

６月 29日

～ 30日  
公明党  

広島県東広島市  

次世代学園都市ゾーンのまちづくり及び立地適正化計画について  

広島県広島市  

都市再生制度を活用した駅周辺の規制緩和と居住誘導について  

７月 16日

～ 17日  
自由民主党  

仙台駅東まちづくり協議会（宮城県仙台市）  

仙台駅東まちづくり協議会の取組について  

一般社団法人定禅寺通エリアマネジメント（宮城県仙台市）  

一般社団法人定禅寺通エリアマネジメントの取組について  

８月 17日

～ 18日  
日本維新の会  

博多まちづくり推進協議会（福岡県福岡市）  

博多コネクティッド及び駅周辺のまちづくりについて  

福岡県福岡市  

福岡市都市計画マスタープラン及び都市機能等について  

８月 18日

～ 19日  
立憲民主党  

札幌駅前通まちづくり株式会社（北海道札幌市）  

札幌駅前通まちづくり株式会社の取組について  

北海道江別市  

江別市における駅周辺のまちづくりと子育て世代誘導について  

 

未来のまちづくり推進特別委員会資料  

令 和 ８ 年 ９ 月 2 8 日 （ 月 ）  

資料２  
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